
新潟市児童福祉施設等措置費支弁に係る事務処理要領

１ 目的 

 この要領は、児童福祉法、「児童福祉法による児童入所施設措置費等国庫負担金について」（令

和５年５月１０日こ支家第４７号こども家庭庁長官通知）（以下「交付要綱」という。）、「「児童福

祉法による児童入所施設措置費等国庫負担金について」通知の施行について」（令和５年５月１０

日こ支家第４９号こども家庭庁長官通知）及び「障害児入所給付費等国庫負担金及び障害児入所

医療費等国庫負担金について」（令和５年６月３０日こ支障第１３号こども家庭庁長官通知）の

規定によるほか、児童福祉施設（母子生活支援施設及び助産施設を除く。）及び里親（以下「施設

等」という。）に対する措置費の支弁に関する事務手続きを定めることを目的とする。

２ 基本的事項 

 措置費支弁事務は、次により行うものとする。

（１）措置費は、児童相談所長が各月初日に施設等に措置（委託）した児童数に基づき、当該月

分を原則として毎月１５日（県立施設については月末、里親にあっては翌月１５日）までに、概

算払の方法により支弁するものとする。

（２）措置費の支弁事務は、原則としてこの要領に定める様式により行うものとする。ただし、

この要領によりがたい場合には、事務に支障のない範囲で適当な様式によることができるものと

する。

３ 精算手続 

（１）施設長等は、概算払により支弁された措置費について、実績報告書（様式第１号）を当該

年度の翌年度の４月１５日までに市長に対して提出するものとする。この場合、別表１に掲げる

書類を添付するものとする。

（２）市長は、（１）により実績報告書の提出があったときは、施設長に対し支弁すべき額を確定

し当該年度の翌年度の５月末日までに精算するものとする。

４ 医療費の支弁 

（１）受診券を使用する場合の医療費については、新潟県社会保険診療報酬支払基金等との委託

契約に基づき支弁する。

（２）通院費等移送費、眼鏡等については別表２のとおりとし、確定額に基づいて精算払とする。

５ 葬祭費の支弁 

（１）葬祭費については、当該施設が葬祭費内訳書（様式第１２号）に死亡診断書を添付して市

長に提出するものとする。

（２）前期（１）により葬祭費内訳書の提出があったときは、市長は事務費、事業費を概算払い

する時、又は精算するときに併せて支弁するものとする。



６ 自立援助ホームにおける一般生活費及び冷暖房費の支弁 

（１）自立援助ホーム管理者は、一般生活費及び冷暖房費について、児童等が交付要綱において

別に定める基準（以下「特例基準」という。）に該当する場合は、一般生活費及び冷暖房費申請書

（様式第１９号）を市長に提出するものとする。なお、生活保護及び公的年金給付の受給者は対

象としない。

（２）市長は、（１）による申請書の提出を受け、特例基準に該当すると認める場合は、申請のあ

った月の翌月分から特例基準の一般生活費を支弁するものとする。ただし、新規で入居する児童

等について、入居する日がその月初日であって（１）による申請書が遅滞なく提出された場合は、

申請のあった月分から特例基準の一般生活費を支弁するものとする。

附 則

 この要領は、平成２６年１０月１日から適用する。

附 則

 この要領は、令和５年４月１日から適用する。



別表１

費目 添付書類 提出部数

事
務
費

賃借費加算分保護

単価

賃借費加算分申請書      様式第１６号

正本１部
事
業
費

幼稚園費 幼稚園費内訳書        様式第１３号

教育費 在学証明書          様式第 ２号

通学費証明書         様式第 ３号

教材費等指定証明書      様式第 ４号

教育費（部活動費）内訳書   様式第１４号

教育費（学習塾費）内訳書   様式第１５号

資格取得等特別加算費申請書  様式第１７号

学校給食費

見学旅行費

入進学支度金

特別育成費

就職支度費

職業補導費

夏季等特別行事費

受託支度費

予防接種費

視力矯正費

学校給食費証明書       様式第 ５号

見学旅行費証明書       様式第 ６号

在学証明書          様式第 ２号

資格取得等特別加算費申請書  様式第１７号

採用証明書          様式第 ７号

就職支度費特別基準申請書   様式第 ７号の２

通学費証明書         様式第 ３号

在所証明書          様式第 ８号

夏季等特別行事参加証明書   様式第 ９号

受託支度費内訳書       様式第２０号

検査調書           様式第１１号

視力矯正費内訳書       様式第２１号

備考 

予防接種費については、予防接種法（昭和23年法律第68号）に規定するＡ類疾病を予防するた

めの予防接種のほか、ロタウイルス、破傷風トキソイド、RSウイルス感染症、流行性耳下腺炎の

予防接種であって公費負担の対象とならない場合に支弁する。この場合は、原則として医療機関

の請求によるものとする。



別表２

費目 請求書様

式

添付書類 提出期限 提出部数 備考

事
業
費

医
療
費

通院費

等移送

費

市請求書

による

通院費請

求内訳書

（様式第

１０号）

翌月の５

日

正本１部  入所児童が病気にかかり、嘱

託医等による治療が困難で、医

療機関へ通院した場合、この通

院にかかる費用を支弁するこ

とができる。

１ 通院又は入院にかかる

交通費（バス、電車等）の費用

を支弁する。

また、入所者の歩行が困難なた

めに付き添った職員について

も実費を支弁する。

２ 緊急を要する等やむを

得ずタクシーを利用した時は

その実費を支弁する。

 この場合は、原則として、タ

クシー会社等の請求によるも

のとし立替払は認めないもの

とする。

眼鏡

（修理

費含

む。）

医師の診

断書又は

医師の処

方箋、検

査 調 書

（様式第

１１号）

医師が必要と認めた場合に

支弁する。（弱視用眼鏡等で保

険適用となる場合に限る。）

眼鏡等の品質については、必

要最小限度のものの実費を支

弁する。

この場合は、原則として納入

業者の請求によるものとし、立

替払は認めないものとする。

補装具 医師の診

断書写し

検査調書

（様式第

１１号）

公費負担分について支弁す

る。

柔道整

復師施

術

療養費支

給申請書



予防接

種費

（季節

性イン

フルエ

ンザ予

防接種

等）

検査調書

（様式第

１１号）

原則として、医療機関の請求

によるものとする。

ただし、事務費の支弁を受け

ている場合は支弁しない。

自立援

助ホー

ム入所

児 童

（者）

の医療

費

医療費請

求内訳書

（様式第

１８号）

就労し、最初の賃金を得るま

での間を対象とし、国民健康保

険等に加入している入所児童

（者）が医療機関又は薬局で支

払った自己負担額について、直

接施設に支弁する。


